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以下，IAS6）・国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards；以下，
                                                  
1 法人税法第 74 条（確定申告）では，「内国法人は，各事業年度終了の日から二ヶ月以内
に，税務署長に対し，確定した決算に基づき…申告書を提出しなければならない。」と規定
している。  
2 会社法第 281 条（計算書類およびその附属明細書の作成）ならびに同法第 283 条（計算
書類の報告・承認・公告） 
3 会社法第 437 条（計算書類等の株主への提供），同法第 438 条（計算書類等の定時株主総
会への提出等）ならびに同法第 439 条（会計監査人設置会社の特則） 






5 金融商品取引法（2006 年 6 月成立，2007 年 9 月施行）は，証券取引法，投資信託法，金
融先物取引法など縦割りの金融関連法を統合したものである。金融商品取引法の趣旨は，
①利用者保護と利便性の向上，②市場の公平性・透明性の確保，③市場の国際化である。 





















                                                                                                                                                  
が作成した会計基準である。なお，IASC は，2001 年に国際会計基準審議会（International 
Accounting Standards Board； 以下，IASB）に改組している。 
7 IASB が作成する会計基準である。 
8 本論文における新会計基準とは，企業会計審議会が公表した会計基準等や企業会計基準
委員会（Accounting Standards Board of Japan； 以下，ASBJ）が公表した会計基準等を
含む包括的な会計基準を意味している。 
9 新井清光・白鳥庄之助共著「日本における会計の法律的及び概念的フレームワーク」








視点から－」『企業会計』第 50 巻第 1号，1998 年１月，22 頁。 
10 金子宏『租税法 第 14 版』弘文堂，2009 年，263 頁。 
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11 武田隆二『会計学一般教程 第 7版』中央経済社，2008 年，173 頁および武田隆二編著
 3
のである。 
                                                                                                                                                 
近年，わが国企業の会計を取り巻く環境は，劇的な変貌を遂げようとしている。いわ















『新会社法と中小会社会計』中央経済社，2006 年，25 頁。 
12 ASBJ は，IASB と 2011 年 6 月末までに会計基準を全面的に共通化することで合意してい
る（2007 年 8 月 8 日公表 ASBJ プレスリリース）。一方、企業会計審議会は、2010 年 3 月期
から 一定の上場企業の連結財務諸表にＩＡＳ／ＩＦＲＳの任意適用を認めることや、諸条
件を勘案したうえで、2012 年を目途にＩＡＳ／ＩＦＲＳの強制適用について判断をおこな






















ると考えられるのである。最後に③であるが，2006 年（平成 18 年）に施行された会社法
に創設された会計参与制度14からもその必要性が理解できるのである。いわゆる，会計参
与が，取締役と共同して計算書類の作成をおこなうことにより計算書類の信頼性を高め，

































                                                  
15 本論文では，論証に必要な為，逆基準性を直接型逆基準性と間接型逆基準性に区分する
という仮説的分類を試みている。直接型逆基準性とは，税法上に直接，逆基準性を規定す


























まず，第 1 章「わが国の制度会計に関する考察」では，第 1 節において，わが国におけ
















































の会計基準である「小規模事業体に対する財務報告基準」（Financial Reporting Standards 
 8
for Smaller Entities；以下，FRSSE）について考察し，最後に，IASB が 2007 年 10 月に公
表した「中小企業向け国際財務報告基準（草案）」（Exposure Draft of International 


























































                                                                                                                                                  





































                                                  
22 安藤英義（一橋大学名誉教授）「会計の機能と会計制度－確定決算主義の背景－」『企業
会計』第 48 巻第 5号，1996 年 5 月，17 頁。 
23 醍醐聡（東京大学経済学部）「確定決算基準と逆基準性」『JICPA ジャーナル』第 466 号，



























                                                  
24 坂本雅士（立教大学経済学部）「確定決算主義とその逆基準性に関する一考察」『経済経
営研究年報』第 45 号，1995 年，107－146 頁。および「確定決算主義と逆基準性」『産業経
理』第 55 巻，第 3号，1995 年 10 月，105－113 頁。 
25 先行研究に，田中敏行（大分大学）「わが国の会計制度の特異性からみた国際会計基準
のコンバージェンスへの課題―会社法（商法）と法人税法の視点から―」『企業会計』第 60










を算出する際に，同法第 22 条第 4 項において，「一般に公正妥当と認められる会計処理
の基準に従って計算されるものとする。」と明記した規定が存在する。これが「公正処理
基準」と言われるものである。 
次の図 5 は，確定決算基準をイメージしたものであり，図 6 は，法人税法の公正処理
基準をイメージしたものである。 
図 5                 図 6 
 
なお，「公正処理基準」規定は，法人税法のみならず，会社法，会社計算規則，金融商
品取引法及び財務諸表等規則にも存在する規定である。次の図 7 は，旧商法第 32 条第 2























                                                  
1 金融商品取引法第 193 条（財務諸表の用語，様式及び作成方法）の淵源は，旧証券取引
































法人税法における「公正処理基準」の根拠条文は，法人税法第 22 条であり，同条第 4
項に，「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算される」と明記してい
る。この規定は，1967 年（昭和 42 年）の法人税法改正において初めて規定されたもので










年（昭和 40 年）11 月に発した通達（直審（法）84）においては，「一般に認められた適
正な企業会計の原則」という用語が使用されるに至っている。このような状況に対して，



















                                                  
2 経済安定本部『企業会計基準審議会中間報告』1947 年 6 月 16 日。  
3 武田昌輔「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」『税大論叢』第 3号，国税庁税
務大学校，1969 年，113 頁。  
4 武田前掲論文，119 頁。 
5 武田前掲論文，118 頁。   
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意見書」を受け，1967 年（昭和 42 年）の法人税法改正に至ったのであるが，その影響力
















                                                  
6 武田前掲論文，120 頁。 
7 「昭和 44 年通達」前文は，現行の平成 20 年法人税法基本通達においてもそのまま掲載
されている。  
8 1949 年（昭和 24 年）7月 9日に，企業会計審議会の前身である経済安定本部企業会計制
度対策調査会が，中間報告として設定したものである。今までに，企業会計原則と商法・
税法との調整をおこなった主なものとしては，①商法と企業会計原則との調整に関する意
見書（1951 年（昭和 26 年）9月 28 日。企業会計基準審議会中間報告）②税法と企業会計
原則との調整に関する意見書（1952 年（昭和 27 年）6月 16 日。企業会計基準審議会中間
報告）③税法と企業会計との調整に関する意見書（1966 年（昭和 41 年）10 月 17 日。企業
会計審議会中間報告）④商法と企業会計の調整に関する研究会報告書（1998 年（平成 10 年）






9 米山鈞一「公正妥当な会計処理の基準と認定事例」『税経通信』第 43 巻第 9号，1988 年
8 月，413 頁。  





















 よって，以下，法人税法第 22 条第 4項に規定する「一般に公正妥当と認められる会計
処理の基準」に関する租税判例の中から，①福岡高裁 1980 年（昭和 55 年）9 月 29 日判
決における判示事項「法人税法上資産の売買に関する収益の計上時期」，②福岡高裁 1985
年（昭和 60 年）4 月 2 日判決における判示事項「たな卸資産の販売の収益計上基準であ
る『引渡し』の意義」，③神戸地裁 1986 年（昭和 61 年）6月 25 日判決における判示事項
「輸出取引による販売の収益計上の基準」および 近の判例として，④東京高裁 2002 年
（平成 14 年）3 月 14 日判決における判示事項「公正妥当な会計処理基準の意義」，⑤神
戸地裁 2002 年（平成 14 年）9月 12 日判決における判示事項「法人税法第 22 条 4 項にい
                                                  
11 田中前掲書 6－7頁。 
12 品川芳宣「租税判例と公正なる会計慣行」『企業会計』第 42 号第 5号，1990 年 5 月，21
頁。 
 19
う『公正妥当な会計処理の基準』の意義」，そして 後に，⑥東京地裁 2007 年（平成 19





















同通達の内容も，法人税法第 22 条 4 項にいう会計処理の基準を補完し，その内容の一部
を構成するものと解することができる」と述べている。 





                                                  




























 商法と企業会計原則の調整作業は，昭和 26 年の「商法と企業会計原則の調整に関する
意見書14」に始まり，その相当な部分は，昭和 37 年の商法改正の際に採用されているの









































 旧商法における「公正処理基準」の根拠条文は，昭和 49 年の商法改正において初めて





第 32 条の斟酌規定から会社法第 431 条の遵守規定へ移行した経緯について考察する。 











































 以上の経緯から，会社計算規則第 3 条は，企業会計の慣行に全面的に委ねることとな
った会社の計算の実体的な部分に関する法務省令の規定の解釈にあたって，法務省令の
規定があくまで企業会計の慣行の範囲内で定められていることにすぎないことを前提と










東京地裁平成 17 年 5 月 19 日判決内容（事件名；長銀配当損害賠償事件）である。具体
























































                                                  




























                                                  
24 この点について，加藤[1993 年]は，「同じ企業の連結財務諸表に利益が 2つ出るという
のは，投資家から見ると非常に大きな問題がある」と述べている。加藤厚（公認会計士）「国

















に資するよう連結財務諸表原則を 1997 年（平成 9 年）6 月 6 日に全面改訂した際に採用さ




を求める」2006 年 6 月 20 日。     




2007 年 9 月，8頁。 




「君子愛財 取之有道」『季刊会計基準』第 14 号，2006 年 9 月，6頁。 





基準』第 13 号，2006 年 6 月，8頁。 
28 2008 年には，米国のサブプライムローン問題に端を発した金融危機の影響を受け，わが

































































                                                  
31 武田昌輔『会計・商法と課税所得』森山書店，1994 年，345 頁。 
32 法人がその確定した決算において費用又は損失として経理することをいう。（法人税法
第 2条二十五） 



























































































































と表 1 のとおりである。企業会計審議会は，現在までに 1 つの（改訂）原則と 9 つの基準
                                                  


































                                                  
3 森川八州男「会計基準の二面性」『企業会計』第 51 巻第 1号，1999 年 1 月，160 頁。 
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1975 年（昭和 50 年）6月 24 日 
（1997 年（平成 9 年）6月 6 日） 
（改訂）連結財務諸表原則 IAS 第 27 号 
1998 年（平成 10 年）3月 13 日 
連結キャッシュ・フロー計算書等の
作成基準 
IAS 第 7 号 
1998 年（平成 10 年）3月 13 日 研究開発費等に係る会計基準 IAS 第 38 号 
1998 年（平成 10 年）3月 13 日 中間連結財務諸表等の作成基準 IAS 第 34 号 
1998 年（平成 10 年）6月 16 日 退職給付に係る会計基準 IAS 第 26 号 
1998 年（平成 10 年）10 月 30 日 税効果会計に係る会計基準 IAS 第 12 号 
1999 年（平成 11 年）1月 22 日 
（2007 年（平成 19 年）6月 15 日）
金融商品に係る会計基準 
IAS 第 32 号，39 号
IFRS 第 7 号 
1979 年（昭和 54 年）6月 26 日 
（1999 年（平成 11 年）1月 22 日）
外貨建取引等会計処理基準 IAS 第 21 号 
2002 年（平成 14 年）8月 9 日 固定資産の減損に係る会計基準 IAS 第 36 号 








2001 年に，国際的な会計基準の設定主体が IAS の設定主体であった IASC から IFRS の設
定主体である IASB へ改組したことはすでに述べたところである。通常，会計基準設定主体





の問題を解決すべく 2001 年（平成 13 年）7月には，財団法人 財務会計基準機構（Financial 
Accounting Standards Foundation； 以下，FASF）が設立され，同年 8月には，FASF 内に
プライベート・セクターである ASBJ が設置され，以後，ASBJ が会計基準設定主体として，
その地位を引き継ぐこととなった。 
ASBJ は，表 2 のとおり，現在までに 23 の新会計基準（企業会計基準）を公表している
のであるが，各企業会計基準は，それぞれ公表されるに至った経緯がある。表 2 における
「関連する法規・会計基準等」の各記述は，各企業会計基準に影響を及ぼした法規・会計







ASBJ も 2006 年（平成 18 年）に，討議資料：財務会計の概念フレームワークを公表する
ことで，さらに IASB との収斂作業が確固たるものとなっている。そして，これらの法規・








5  第 23 号の公表をもって，東京合意における短期コンバージェンス項目が終了している。 
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2002 年（平成 14 年） 
2 月 21 日 
（2006 年(平成 18 年） 
8 月 11 日） 
自己株式及び準備金の額の減少等に関す
る会計基準（第 1号） 
平成 13 年商法改正 
2002 年（平成 14 年） 
9 月 25 日 
（2006 年（平成 18 年）
1月 31 日） 
1 株当たり当期純利益に関する会計基準 
（第 2号） 
IAS 第 33 号，平成 13 年商法改
正 
2005 年（平成 17 年） 
3 月 16 日 
「退職給付に係る会計基準」の一部改正
（第 3号） 
IAS 第 26 号，退職給付に係る
会計基準 
2005 年（平成 17 年）





2005 年（平成 17 年）
12 月 9 日 
（2008 年（平成 20 年） 
3 月 10 日） 
貸借対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準（第 5号） 
IAS 第 1 号，改訂連結財務諸表
原則外 
2005 年（平成 17 年）







2005 年（平成 17 年）
12 月 27 日 
（2008 年（平成 20 年） 
3 月 10 日） 
事業分離等に関する会計基準（第 7号） IFRS 第 3 号，企業結合に係る
会計基準 
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2005 年（平成 17 年）
12 月 27 日 
（2008 年（平成 20 年） 
12 月 26 日） 
ストック・オプション等に関する会計基準
（第 8号） 
IFRS 第 2 号，平成 13 年商法改
正および会社法 
 
2006 年（平成 18 年） 
7 月 5 日 
（2008 年（平成 20 年） 
9 月 26 日） 
棚卸資産の評価に関する会計基準（第9号）IAS 第 2 号，討議資料：財務会
計の概念フレームワーク 
2006 年（平成 18 年） 
8 月 11 日 
（2008 年（平成 20 年） 
3 月 10 日） 
金融商品に関する会計基準（第 10 号） 
 
 
IAS 第 39 号，会社法および企
業会計基準第 5号外 
 
2006 年（平成 18 年）
10 月 17 日 
（2008 年（平成 20 年） 
12 月 26 日） 
関連当事者の開示に関する会計基準 
（第 11 号） 
IAS 第 24 号 
2007 年（平成 19 年） 
3 月 14 日 
（2008 年（平成 20 年）
12 月 26 日） 
四半期財務諸表に関する会計基準 
（第 12 号） 
IAS 第 34 号，金融商品取引法
外 
2007 年（平成 19 年） 
3 月 30 日 
リース取引に関する会計基準（第 13 号） IAS 第 17 号 
2007 年（平成 19 年） 
5 月 15 日 
「退職給付に係る会計基準」の一部改正
（その 2）（第 14 号） 
IAS 第 26 号，退職給付に係る
会計基準 
2007 年（平成 19 年）
12 月 27 日 
工事契約に関する会計基準（第 15 号） IAS 第 11 号 
2008 年（平成 20 年） 
3 月 10 日 
2008 年（平成 20 年） 
持分法に関する会計基準（第 16 号） 
 
 
IAS 第 28 号 
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12 月 26 日 前頁の続き。 
2008 年（平成 20 年） 
3 月 21 日 
セグメント情報等の開示に関する会計基
準（第 17 号） 
IFRS 第 8 号 
2008 年（平成 20 年） 
3 月 31 日 
資産除去債務に関する会計基準（第 18号）IAS 第 16 号，37 号，SFAS 第
143 号 
2008 年（平成 20 年） 
7 月 31 日 
「退職給付に係る会計基準」の一部改正
（その 3）（第 19 号） 
IAS 第 26 号，退職給付に係る
会計基準 
2008 年（平成 20 年） 
11 月 28 日 
賃貸等不動産の時価等の開示に関する
会計基準（第 20 号） 
IAS 第 40 号，金融商品に関す
る会計基準 
2008 年（平成 20 年） 
12 月 26 日 
企業結合に関する会計基準（第 21 号） IFRS 第 3 号，連結財務諸表原
則，企業結合に係る会計基準，
事業分離等に関する会計基準
2008 年（平成 20 年） 
12 月 26 日 
連結財務諸表に関する会計基準（第 22号）連結財務諸表原則，企業結合
に係る会計基準 
2008 年（平成 20 年） 
12 月 26 日 
「研究開発費等に係る会計基準」の一部



















 2002 年（平成 14 年）に開催された通常国会において，上述の新会計基準に対応する商
法の計算書類の省令化が決定されたのであるが，一方で，衆議院・参議院ともに「中小企
業6に対し，過重な負担を課すことのないよう，必要な措置をとる」という付帯決議がなさ













                                                  
6 わが国の平成 19 年度分の法人数は，259 万 4,214 社存在する。そのうち連結親法人は
685 社，連結子法人は，6,130 社存在する。一方，資本金 1,000 万円未満の階級（56.0%）
と資本金 1,000 万円以上 1億円未満の階級（42.4%）が，実に，全体の 98.5％を占めてい
る。『平成 19 年度分税務統計から見た法人企業の実態－会社標本調査結果報告－』国税庁
長官官房企画課，2009 年 2 月。 
















年（平成 17 年）6 月 29 日に成立した会社法において，当時，既に会計参与制度の導入が
予定されており，会計参与が拠るべき会計に役立つことを目的として，上記 3 報告書の統
合化作業が行われることとなった。この結果，中小企業の会計関連 4 団体（日税連，会計
士協会，日本商工会議所，ASBJ）は，共同で，2005 年（平成 17 年）3月 22 日に「「中小企
業の会計」の統合に向けた検討委員会」を設置している。 










































きる。この表のうち，現在，税務基準が存在しないのは，順号 19 項目のうち，順号 9（賞


















 表 3 中小企業の会計に関する指針の各論における税務基準の採用状況（筆者作成）
順号 勘定科目等 項 目 中小企業の会計指針 税務基準 
1 金銭債権  金銭債権の貸借対照表価額 償却原価法 










法法 52，法令（注 4）96 
措置令（注 5）33 の 9 第 4 項（法
定繰入率） 
3 有価証券 有価証券の減損処理  税務基準に基づく処理の認容
法法 61－3第 1項①，法令 68 
 法基通 9－1－7～9－1－15の 2外
棚卸資産の取得価額  税務基準に基づく処理の採用
法法 29，法令 28～33 
法基通 5－1－1～5－1－1 の 2 
4 棚卸資産 
棚卸資産の評価損の計上  税務基準に基づく処理の採用 法法 33②，法令 68 第 1 項① 





法基通 7－3－3の 2 
少額の減価償却資産  税務基準に基づく処理の採用
法令 133，133 の 2，措法（注 6）
67 の 5 
資本的支出と修繕費  税法基準に基づく処理の採用 法令 132，法基通 7－8－3外 




措法 52 の 3 
























法法 61 条の 5～61 条の 6 
法基通 2－1－34 
9 引当金 賞与引当金 旧法人税法（注 8）の採用 





退職給与引当金の計上 旧法人税法（注 9）の採用 





























法法 2条⑯，⑱，24 条 1項④ 


































法法 74 条ならびに法規（注 10）
35 条 
注１ 法人税法の略   
注 2 法人税法基本通達の略   
注 3 法人税法に定める処理に拠った場合と比べて重要な差異がないと見込まれるときは，法人税法の取扱いに従うこと
が認められる（本指針の作成に当たっての方針）。 
注 4 法人税法施行令の略 
注 5 租税特別措置法施行令の略   
注 6 租税特別措置法の略   
注 7 減価償却資産の耐用年数等に関する省令の略  
注 8 平成 10 年度税制改正において廃止されている為，税務調整（繰入額の損金不算入）が必要となる。 
注 9 平成 14 年度税制改正において廃止されている為，税務調整（繰入額の損金不算入）が必要となる。 























わが国最初の商法典は，1890 年（明治 23 年）に公布された商法典（旧商法典）である。




44 年）と 1938 年（昭和 13 年）に改正がおこなわれているが，制定法体系に変更は生じて
いない。 
 第二次大戦終了後の 1948 年（昭和 23 年）には「証券取引法」，1949 年（昭和 24 年）に










一方の旧商法典は，1884 年（明治 17 年）にドイツ人法学者のヘルマン・ロエスレル（Hermann 
Roesler ，1834－1894）が脱稿した商法草案を基盤としている。旧商法典の施行は，度重
なる法典論争，改正作業あるいは 1898 年（明治 31 年）の衆議院解散により再三延期され
た経緯がある。秋坂朝則『新訂版商法改正の変遷とその要点』一橋出版，2007 年，10 頁。 





 1962 年（昭和 37 年）の商法改正においては，貸借対照表の資産評価原則として取得原
価主義が採用された。そのほかにも固定資産についての「相当の償却」制度の強制，繰延
資産項目の拡大，引当金規定の新設などの損益法原理を広範に導入し，適正な期間損益計
算を重視することとなった14。1962 年（昭和 37 年）改正前の商法における資産評価原則は，
時価以下主義15が採用されていたのであるが，その理由としては，当時はまだ，企業の継
続性を前提にしていない債権者保護思考が妥当と考えられていた。よって，時価以下主義






1974 年（昭和 49 年）の商法改正においては，注目すべき点として次の 2 つが挙げられ
る。1 つは，第 1 章第 1 節において考察したように商業帳簿の作成に関する規定の解釈に
おいて，「商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニ付テハ公正ナル会計慣行ヲ斟酌スベシ（旧







                                                                                                                                                
85 頁。 




彌・宮本匡章編著『会計学辞典(第 5版)』中央経済社，2008 年，230－231 頁。 









1999 年（平成 11 年）の商法改正では，資産評価について金融資産は時価評価を導入し
たことならびに完全親子会社関係を創設させるための株式交換および株式移転制度の導入
が注目される。前者については，1962 年（昭和 37 年）商法改正以降，取得原価主義が採










2000 年（平成 12 年）の商法改正の主たるものに，会社分割法制の創設がある。これも
後の会社法における企業組織再編につながる内容である。 




改正については，翌年の 2002 年（平成 14 年）2月 21 日に ASBJ が公表した企業会計基準
第 1号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」につながる内容であり，注
目に値するものである。 
                                                  
17 加美和照『新訂会社法 第 9版』勁草書房，2007 年，448 頁。  
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18 加美前掲書，450 頁。 





債関係 ④ディスクロージャーの 4つに区分されるのであるが，その内容は，1997 年（平
成 9年）以降の商法改正の延長線上にあり，かつ，最終的な総決算となる内容である21。 
旧商法第 1編「総則」第 5章「商業帳簿」の条文のうち，商人の商業帳簿の計算に関す
る基本原則であった旧商法第 32 条第 2項22については， 会社法第 2編「株式会社」第 5












次に挙げる表 4は，1997 年（平成 9年）以降の計算規定を中心とした，商法改正の要点 
と会社法との関連を一覧にしたものであるが，あらためて会社法は，各商法改正の延長線
                                                                                                                                                
といった大きなパラダイム転換があったことが述べられている。 
21 太田達也『新会社法の完全解説』税務研究会出版局，2006 年，3頁。 
22 「商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニ付テハ公正ナル会計慣行ヲ斟酌スベシ」 
23 「株式会社の会計は，一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うものとする。」 
24 郡谷・和久・細川・石井前掲書，300 頁。 
25 「この省令の用語の解釈及び規定の適用に関しては，一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準その他の企業会計の慣行を斟酌しなければならない。」 
26 中島茂幸『新会社法における会計と計算書類』税務経理協会，2006 年，3頁。 
27 有限責任社員のみで構成され，なおかつ，組織の内部自治を認める新しい会社類型で
































（平成 12 年） 
① 会社分割法制の創設 ① 企業組織再編 
2001 年 

































前述した 6大改革の 1つである金融システム改革の一環として，1997 年（平成 9年）
から商法とともに証券取引法が改正されている。 
















であるが，その理由は，商法改正については，その後の 1999 年（平成 11 年）ならびに
2000 年（平成 12 年）の改正において導入された株式交換・株式移転や会社分割の制度
                                                  
30 具体的には，2001 年（平成 13 年）に発覚したエンロンの不正経理・不正取引事件や













とができなくなった為であり，2002 年（平成 14 年）の商法改正において，連結計算書
類制度が導入されている。 
一方，会計基準においては，企業会計審議会より 1997 年（平成 9年）6月 6日に（改
訂）連結財務諸表原則が公表され，1998 年（平成 10 年）3月 13 日には連結キャッシュ・
フロー計算書等の作成基準が公表されている。その後，ASBJ から 2005 年（平成 17 年）
12 月 27 日に「株主資本等変動計算書に関する会計基準」ならびに 2007 年（平成 19 年）
















































いる。1998 年（平成 10 年）の商法改正では，自己株式の取得・消去要件の緩和がおこ
なわれ，1999 年（平成 11 年）の商法改正では，持ち株会社設立等の企業組織の変更が
円滑におこなわれるよう，完全親子会社関係を創設させる手段として，株式交換制度な













人税法第 2条 12 の 17）。 
2001 年（平成 13 年）の税制改正における会社分割制度に伴う合併・分割等について，
原則的な取扱いとしては，組織再編により移転する資産等の譲渡損益の計上が必要であ
るが，特例として（税法上の）適格組織再編成34に該当する場合には，譲渡損益の計上を




1999 年（平成 11 年）の商法改正では，資産評価について金融資産は時価評価を導入    



















たことから，2000 年（平成 12 年）の税制改正において有価証券の評価方法等について，

































2006 年（平成 18 年）の税法改正において，上記会社計算規則の内容が，法人税法に
そのまま導入されている（法人税法第 74 条ならびに法人税法施行規則第 35 条）。 
 
（3） 会社計算規則第 3条の会計慣行のしん酌規定に基づく法人税法改正 
 
2007 年（平成 19 年）3月 30 日に公表された企業会計基準第 13 号「リース取引に関す
る会計基準」に基づく会計上の処理と税制上の処理の整合性をもたせる（会計に沿った


































































① 1999 年（平成 11 年）企業会計審議
会「金融商品に係る会計基準」ならびに
1999 年（平成 11 年）金融資産の時価評
価にかかる商法改正 

























① 2005 年（平成 17 年）ASBJ「役員賞
与に関する会計基準」ならびに会社法第
361 条 




③ 会社法第 453 条，454 条 
④ 2005 年（平成 17 年）ASBJ「株主資
本等変動計算書に関する会計基準」なら





























































































のである（図 11，図 12，図 13 ならびに図 14）。 
 
図 11                  図 12 
 











諸表の作成を考慮する必要性が無くなると考えられるのである（図 15 ならびに図 16）35。 
  













                                                  
35 武田（昌）・後藤[2008]によると，グローバルスタンダードの特徴である企業の組織再
















































































































ったことは，既に第 2章第 2節において考察したところである。 
ドイツにおける商法会計の 大の特徴として挙げられるのは，①ドイツ商法典第 238 条
（帳簿記帳義務）以下に定められたドイツ商法典の概念である「正規の簿記の諸原則












2 ヨーロッパ委員会の 2000 年の統計資料によると，ドイツには約 354 万 8 千社の企業が存
在し，その内，従業員数 250 人未満の中小企業数は，全企業数の 99.6％を占めていること
から，わが国と同様に企業規模の二元化が著しいことが理解できる。 
European Commission，The Sixth（2000）report of the observatory of European SMEs． 
http://www.eim.nl/observatory7and8org.     
3 第 238 条第 1項第 1文「すべての商人は，帳簿を記帳し，かつ，その帳簿上に，自己の
商取引および財産状態を正規の簿記の諸原則に従って明瞭に記載する義務を負う」宮川一
男・W・フレーリックス監修 遠藤一久・石原肇・川口八洲雄・鈴木義夫・千葉修身訳『現
代ドイツ商法典第 2版』森山書店，1993 年，3頁。 
4 Herausgegeben vom Bundesministerium der Finanzen，Amtliches Einkommensteuer- 
Handbuch2005，Stollfuss，Bonn，2005，S．166． 
5 ドイツ法人税法第 8条（所得の確認）では，法人税法上も所得税法の規定を援用してい






















とを表明した。この措置に伴い，ドイツにおいては，2004 年 12 月に「企業会計法改革法」
を成立させ，IAS/IFRSを商法典の中に組み込むことで，2005 年以降のIAS/IFRSの前面実施8
                                                  






調和化を目的として 1978 年（昭和 53 年）に制定されている。財務諸表が会社の財産，財
務状況および損益につき「真実かつ公正な概観（True and Fair View）」の伝達義務など全
62 条の規定がある。EC 第 7号指令は，多くの点で第 4号指令に依拠しながら，連結財務諸
表の作成・開示など全 51 条の規定がある。なお，EC 第 8 号指令は，監査人の資格に関する
規定である。 
8 欧州証券規制委員会(CESR)は，2005 年（平成 17 年），先進諸国の中で IFRS を自国の会
計基準に採用す
技術的助言(テクニカル・アドバイス)をおこなっていた。その後，2008 年 12 月に欧州委員































                                                                                                                                                  
同等である旨を公表している。企業会計審議会企画調整部会「我が国における国際会計基





1999 年，100 頁。 
10 佐藤前掲書，99
11 佐藤前掲書，103 頁。
12 佐藤前掲書，104 頁。 
 71






（２）  ドイツにおける会計基準の国際化への具体的な取り組み 
 会計基準の国際化への第 1段階（1985 年の商法典の改正） 
来，ヨーロッパにおいては，統一性のある会計制度は存在しなかったのであるが，EC
域

























                                               
13 野上千穂「ドイツ「基準性原則論」新展開の現代的意味」『會計』第 165 巻第 3号，2004
年 3 月，45 頁。 
14 川口八州雄「商法会計と税法会計」佐藤前掲書所収，155－158 頁。 
 72
ツにおいても，1985 年に商法典の改正をおこない15，1986 年 1 月 1 日から施行された。 
1985 年改正商法典の意義は， EC第 4・7・8各号指令のドイツ国内法への転換作業の結果
として商法典第 3 編「商業帳簿16」の規定が組み込まれたことにある17。ところが，当時，









②  会計基準の国際化への第 2段階（資本調達容易化法，企業領域統制・透明化法の成
立） 
 
 会計基準の国際化への第 2 段階の処理を促すきっかけの１つとなった代表的な問題とし
て，1993 年にダイムラー・ベンツ社が，ニューヨーク証券取引所への上場申請に作成した
米国の一般に公正妥当と認められた会計基準（Generally Accepted Accounting Principle；
                                                  
15 木下勝一「商法会計法の形成－2つの波－」佐藤前掲書所収，15 頁。 
16  ドイツの現行商法典第 3編「商業帳簿」は，企業会計に関する基本的・包括的規定を新




17  このうち本節に直接関係のあるEC第 4号指令ならびにEC第 7号指令について説明する
と，EC 第 4 号指令の「真実かつ公正な概観（True and Fair View）」条項は，商法典第 3編
第 2章「資本会社（株式会社，株式合資会社および有限会社）に関する補完規定」第 264




18  木下前掲書，17 頁。 
19  木下前掲書，25 頁。 
20  松本康一郎・稲見亨共著「ドイツにおける IAS への対応」『国際会計基準の導入に関す























                                                  
21  米国の財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board；FASB）が定める
財務会計基準である。 
22  鈴木義夫『ドイツ会計制度改革論』森山書店，2000 年，43－44 頁。 
1993 年度の決算書において，ドイツ商法典に基づくと 6億 1,500 万ドイツ・マルクの利益




23  木下前掲書，33-34 頁。 
24  木下前掲書，42 頁。 
























                                                  
26  他には，連結決算書における報告内容の拡張を図ることであり，商法典第 297 条第 1項
の改正（資金計算書およびセグメント情報の附属明細書への追加）ならびに第 289 条第 1
項の改正（企業のリスク情報の状況報告書への追加）があった。 
27  木下前掲書，43 頁。 
28  木下勝一「EU 承認 IFRS のドイツ商法会計規範への国内法化－2005 年ドイツ会計改革を
どう見るか－」『會計』第 170 巻第 1号，2006 年 7 月，19 頁。2005 年以降，資本市場指向
企業に対し，IAS/IFRS 準拠のコンツェルン決算書の作成を義務づけるとともに，US-GAAP
適用の企業に対する猶予を 2007 年まで認め，さらに，IAS/IFRS の適用領域を拡大すること
に関し，引き続き加盟国立法選択権を認めるというものである。 
29 郡司健「ドイツ会計制度改革の新局面－ドイツ会計法改革法（BilReG）によせて－」『會
計』第 168 巻第 4号，2005 年 10 月，473－474 頁。 
























一方，飯塚[1988]は，1895 年 6 月 25 日に制定されたヘッセン州政府の一般所得税法の第
19 条第 8 項において「正規の簿記の諸原則に従い……」との文言が使用されていたことか
ら，GoBの概念は，ヘッセン州の所得税法に淵源していたと主張しており，その上で，GoB
の淵源が，ドイツ商法典であるとするわが国の一般的認識の誤りを指摘している35。 
                                                  
31  木下前掲論文，19－20 頁。 
32  木下前掲論文，22－23 頁。 
33  川口前掲書，151 頁。 
34  遠藤一久『正規の簿記の諸原則』森山書店，1984 年，19 頁。  
35 飯塚毅『正規の簿記の諸原則（改訂版）』森山書店，1988 年，32 頁。 
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その後，基準性の原則は，1891 年，1920 年の各所得税法にも保持された36後，1925 年の
所得税法第 13 条において，歴史上初めて「正規の簿記の諸原則」概念が税務上の利益測定
の基準であると宣言され37，1934 年の所得税法第 5条第 1項では，経営財産が正規の簿記の
諸原則に従って表示されなければならないことが規定されている。1955 年の所得税法第 5















基準性の原則と会計基準国際化との 初の接点は，EC会計関連指令（EC第 4 号，第 7号，
第 8号）に基づく 1985 年の商法典の改正（いわゆるEC会計関連指令のドイツ国内法として
の会計指令法への転換：会計基準の国際化への第 1 段階）直前に制定された所得税法第 6
条第 3 項（当時）の逆基準性の規定である。この規定により，初めて逆基準性が法制化さ
れている。その後，所得税法第 6 条第 3 項は，1989 年 12 月 22 日の租税改革法により廃止
され，第 5条第 1項の 2文が新設された39。この措置により，税法会計が，実質的に商法会
計を支配する一方，商法会計は，包括的な逆基準性の合法化により，その独立性は，有名
                                                  
36 鈴木前掲書，70 頁。 
37 川口前掲書，153 頁。  
38 鈴木前掲書，70 頁。 




た会計基準の国際化への第 2 段階ならびに第 3 段階を経た現在においても，依然として所

























                                                  
40 川口前掲書，168 頁。 
















（Department of Trade and Industry；以下，DTI）ならびに会計士団体の協力を得た会計
基準審議会（Accounting Standards Board；以下，ASB）は，1997 年に中小企業向け会計基
準（Financial Reporting Standards for Smaller Entities；以下，FRSSE）を公表してい
る。この経緯は，わが国においては，中小企業庁が， 2002 年 3 月に「中小企業の会計に関
する研究会報告書」を公表後，会計関連 4 団体（日税連，会計士協会，日本商工会議所，
ASBJ）が設置した「中小企業の会計の統合に向けた検討委員会」より，2005 年 8 月 1 日に
「中小企業の会計に関する指針；以下，指針」を公表した経緯と共通性を有している。 
よって，本節ではまず，イギリスの会社法ならびに会計基準に関する概略とその特徴に
ついて考察を行い，次に，FRSSE の公表に至る経緯と FRSSE の特徴について考察する。そし
















年の改正を経た後の 1973 年にEC加盟を果たしているのであるが，1978 年に公布されたEC









まず，前者の TFV についてであるが，TFV 概念の起源は，1856 年会社法が，貸借対照表
における「真実かつ正確な概観」を要求したことにある。その後，1948 年会社法において
「真実かつ公正な概観」に表現が変更され今日に至っている。 
TFVの直接的な根拠条文である 1985 年会社法第 226 条第 2 項には，「貸借対照表において
                                                  
42 ヨーロッパ委員会の 2000 年の統計資料によると，イギリスには約 370 万社の企業が存



































                                                  
46 森田哲彌・宮本匡章編著『会計学辞典(第 4版)』中央経済社，2001 年，273－274 頁。 
47 この点については，ドイツの GoB ならびにわが国の公正処理基準も同様であると考えら
れる。 
48 菊谷正人『英国会計基準の研究』同文館出版，1988 年，171 頁。 
49 企業財務制度研究会『EC 指令と EC 各国における開示制度と開示内容』財団法人企業財
務制度研究会，1994 年，33 頁。 
50 TFV は， 新の会社法である 2006 年会社法第 396 条第 2項に引継がれ，離脱規定も，同









年 11 月に FRSSE を制定している。以下，制定に至るまでの経緯について概観する。 
イギリスにおける「小会社」ならびに「中会社」の概念は，会社法においては比較的新し











  ① FRSSE の構成 
 
  イギリスでは，元来，小会社の会計問題について，「普遍性概念（universality concept）」
と「基本的スケジュール論（basic schedule for small companies）」53という対立する 2















る ASB が FRSSE を公表したことにより，「大企業向け会計基準（Big GAAP）」と「中小企業向
け会計基準（Little GAAP）」という会計基準の二元化がもたらされたところに，会計基準の
グローバル化に対応するイギリスの会計制度の特徴を見出すことができる。 
  FRSSEは，かつての設定主体であった会計基準委員会（Accounting Standards Committee；
以下，ASC）が公表した「会計実務基準書（Statements of Standard Accounting Practice；
以下，SSAP）」，ASBが公表した「財務報告基準（Financial Reporting Standards；以下，FRS）」
ならびにASB内に設置されている会社法と会計基準の調整を目的とした緊急問題特別委員会
（Urgent Issues Task Force；以下，UITF）が公表する「UITF合意書」から構成されている。
FRSSEは，上記基準等を小会社向けに一つの文書として取りまとめたものであり，量的には，
Big GAAPの 13％に相当する分量にまで圧縮されている55。 
FRSSEは，1997 年 11 月の公表後，現在までに 6回の改定をおこなっている56。改定は，上
述したFRSSE を構成するSSAP，FRSならびにUITF合意書が各々改定されことに伴い実施され
るものである。 
それでは，現在まで公表された FRSSE のうち，2008 年 6 月に公表された 2008 年 FRSSE の








                                                                                                                                                  
を作成し，内形的には「小会社に対する固有の会計基準」を立案する理論である。 
54 河﨑照行「英国における中小会社の会計基準（FRSSE）－その全体像と簡素化のプロセ
ス－（1）」『税経通信』第 56 巻第 8号，2001 年 6 月，34 頁。 
55 河﨑前掲論文，34－35 頁。 
56 現在までに 1999 年，2000 年，2002 年，2005 年，2007 年，2008 年の改定が実施されて
いる。なお，2008 年 FRSSE は，2008 年 4 月 6 日以後開始する会計期間に適用される。 
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表 6 2008 年 FRSSE の構成一覧（筆者作成） 
項目 項目 
FRSSE の地位について 13 外貨換算 
2008 年 4 月発効 FRSSE について 14 後発事象 
A FRSSE の目的 15 関連当事者に関する開示 
B 会計実務基準 16 連結財務諸表 
1 範囲 17 取締役の報酬 
2 一般 18 取締役に関する報告 
3 損益計算書 19 効力の発生と経過措置に関する日付 
4 収益の認識 20 2007 年 FRSSE の廃止 
5 総認識利得・損失計算書（注） C 定義 
6 固定資産とのれん D 任意に基づく開示 
7 リース E 2008 年 FRSSE の採用 
8 流動資産 付表Ⅰ 法規の企業への要求に関する注釈 
9 課税 Ⅱ 退職給付に係る会計基準 
10 年金 Ⅲ 会計処理の実例と実践的考慮 
11 引当金，偶発債務ならびに偶発債権 Ⅳ FRSSE の発展 
12 資本調達 Ⅴ FRSSE の改正点 












② FRSSE の特徴 
 
表 6 からも分かるように FRSSE の巻頭は，FRSSE の地位（STATUS OF THE FRSSE）である。







おいて明らかにしている。具体的には，2006 年会社法の第 382 条（Companies qualifying as 
small：general）ならびに第 383 条（Companies qualifying as small：parent companies）
の規定をそのまま採用している。 
次に，TFVについては，会計実務基準第 2項（General；一般条項）の 2.2 に規定58されて
おり，離脱規定に関しては，同項 2.3 号から 2.5 号に規定されている。FRSSEにおける離脱
規定そのものは，1997 年・2000 年・2002 年の各FRSSEには存在しなかったのであるが，ASB
が，2004 年 11 月に公表した 2005 年 1 月以降に効力を有するFRSSE（2005 年FRSSE）に向け
た改定において初めて離脱規定が採用されている。 
2005 年 FRSSE に初めて離脱規定が定められた背景には，ASB が，2003 年 1 月に作成した
FRSSE の改革に関する諮問文書（草案）「『ワン・ストップ・ショップ』FRSSE」（Consultation 




                                                  
57 ①売上高 650 万ポンド以下，②資産総額 326 万ポンド以下，③従業員数 50 人以下とい
う 3つの条件のうち 2つ以上に該当する小会社（小グループ）をいう。ここで注意を要す
るのは，2006 年会社法第 382 条ならびに同法第 383 条においては，上記条件のうち①が 560
万ポンド以下，②が 280 万ポンド以下と定められていたが，欧州議会本部の指令に基づく
2008 年会社法規則（2008 年 2 月 19 日成立）が 2008 年 4 月 6 日に施行された際に，会社法
の①ならびに②の条件をそれぞれ増額する措置が採られている。 












① FRSSE の改革（One stop shop FRSSE）に関する考察 
  
 小会社に関する規定の大幅な簡素化の原点は，1998 年 3 月にDTIが編成した「会社法見直
し作業グループ」にあり，同グループは，2001 年 7 月に 終報告書『競争力ある経済のた
めの現代会社法』（Final Report， Modern Company Law for a Competitive Economy）を
公表している。その後，イギリス政府も 2002 年 7 月に会社法改革草案（以下，白書）『会
社法の現代化』(White Paper，Moderning Company Law )を公表した経緯がある60。 
  白書の要点は，（a）計算書類の形式と内容に関する規則と基準は，すべて「基準設定団
体」に委任し，会社法には，会計と報告に関する基本的枠組みだけを規定する。（b）小会




DTI や政府による会社法改革の動きを受けて，ASB は，2001 年 2 月に討議資料『FRSSE の
見直し』（Discussion Paper，Review of the FRSSE）を公表後，2003 年 1 月に FRSSE の改
革に関する諮問文書（草案）「『ワン・ストップ・ショップ』FRSSE」を作成し，2004 年 3 月
に，討議資料「『ワン・ストップ・ショップ』FRSSE」を公表するに至ったのである。 
 上述の討議資料では，会社法の規定（主として，会社法のスケジュール 8「小会社の計算
                                                  
59 日本会計研究学会前掲論文，173 頁。 
60 河﨑照行「英国会社法の改革と中小会社会計基準（FRSSE）のゆくえ」『税経通信』第 58
巻第 15 号，2003 年 12 月，27 頁。 
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② 2006 年会社法の概要 
 
上述のDTI，政府ならびにASBによる会社法改革の動きを受けて，2006 年 11 月 8 日に 2006
年会社法は成立している。イギリスの会社登記所公式サイト63によると，2006 年会社法の実
施時期については，各編ごとに異なっているものの，2009 年 10 月までには全編が実施され
ることとなっている。このうちFRSSEが適用される対象となる小会社ならびに小グループに
関する条文である第 382 条ならびに第 383 条の規定やTFVならびに離脱規定の根拠条文であ
る第 396 条を含む第 15 編「計算規定と財務報告（Part15 Accounts and Reports）」につい














                                                  
61 例えば，発生主義の原則および計算書類の様式の追加や連結決算書類に関する規定の削
除が挙げられる。  
62 河﨑照行「中小会社会計基準の特性」『税務会計研究』第 16 号，2005 年 9 月，40－41
頁。  




















の過重負担」問題を取り上げ，ASB は，1997 年という早い段階で FRSSE を公表し，その 9
年後の 2006 年に会社法と会計基準（FRSSE）の収斂（上記の（ⅰ）ならびに（ⅱ））を果た
し，会計基準の二元化問題に対応可能な制度会計を再構築している。なお，2006 年会社法
の規定を反映させた 2008 年 FRSSE は，2008 年 6 月に公表されている。 
一方，わが国では，（ⅲ）に関して，イギリスに遅れること 5 年後の 2002 年に，国会に
おいて初めて中小企業における会計基準の過重負担問題が取り上げられ，同年，中小企業
庁（経済産業省の傘下庁）が，「中小企業の会計に関する研究会報告書」を公表している。







































IASBは，2007 年 2 月 15 日に中小企業向けIFRS（草案）（Exposure Draft of International 
Financial Reporting Standard for Small and Medium-sized Entities；以下，IFRS for SMEs
（草案））を公表64しており，2009 年の第 1四半期には，正式にIFRS for SMEsが公表される
予定である65。 




なお，IFRS for SMEs（草案）の開発に着手したのは，IASB の前身である IASC の時代に
遡ることから，以下，IFRS for SMEs（草案）開発の現在に至るまでの経緯について概観す




イギリスの ASB が FRSSE を公表した 1997 年の翌年の 1998 年 4 月に，IASC は，中小企業
の会計基準に対する議論の高まりを背景として，中小企業の会計問題に関するプロジェク
トを開始している。その後，2000 年 12 月の IASC から IASB への移行において，IASC は，
IASB での重要な討議事項の 1つに中小企業の会計基準問題を提示したことにより，IASB は，
中小企業に関する研究プロジェクト立ち上げ，2003 年 4 月には，中小企業に関する助言委
員会（Advisory Panel）を編成し，中小企業向け会計基準の策定に向けた本格的な取組み
                                                  
64 IASB，Press Release ，February 2007，http://www.iasb.org. 
65 IASB は，2008 年 5 月に草案名を IFRS for Private Entities に名称を変更した後，2009
年 1 月には IFRS for Non-Publicly Accountable Entities に再度名称変更をおこなってい
る。この点について本節では，①IASB が，中小企業向けの IFRS を草案するに至った経緯を
考察することに主眼を置いており，また論題の考察には，従来の名称を使用するほうがよ
り適切であること，②上記名称の変更は，遡及しておこなわれず，実質的には何ら変更は
ないことから，本論文では，従来の名称である IFRS for SMEs をそのまま使用することと
する。 
66  財務諸表の作成および表示に関するフレームワークのことである。概念フレームワーク






以上の経緯を踏まえて 2004 年 6 月に公表されたのが，「討議資料 中小企業向け会計基
準に関する予備的見解（DISCUSSION PAPER‘Preliminary Views on Accounting Standards 
for Small and Medium-sized Entities’）」である。この討議資料は，上述の基本方針を公
表した後に，IASB に寄せられた質問を基に論点を 8 項目に整理し，各論点について，IASB
が予備的見解を表明する構成となっている。 
表 7は，討議資料の各論点と各論点に対するIASBの予備的見解をまとめたものであるが，





 また，論点 4，5，6，7 の内容は，後述する IFRS for SMEs（草案）の第 2 項（概念と普
及に関する原則）および第 3 項（財務諸表の開示）に反映される内容である。第 2 項およ
び第 3 項は，IASB の概念フレームワークを中心に，開示と表示ならびに認識と測定に関す
る IFRS for SMEs（草案）の基本概念を抽出した内容で構成されている。 
なお，IASB は，討議資料公表後も，中小企業向けの財務報告基準に関して寄せられた質
問事項の公表や基準諮問会議（Standards Accounting Council）および世界基準設定機関
（World Accounting Standards Setters）との会合ならびに作業部会での度重なる討議を







68 河﨑照行「中小会社会計基準の国際的動向」『企業会計』第 56 巻第 7 号，2004 年 7 月，
119 頁。 
69 ①売上高 650 万ポンド以下，②資産総額 326 万ポンド以下，③従業員数 50 人以下とい





おこなっており，2006 年 1 月には IFRS for SMEs（草案）が正式に提出されている。IFRS for 
SMEs（草案）は，その後も討議や改訂が繰り返され，2007 年 2 月 15 日に IFRS for SMEs（草
案）が公表されるに至っている。 




























表 7 討議資料「中小企業向け会計基準に関する予備的見解（要約）」（筆者作成） 
  論 点 IASB の予備的見解 
1.1
































































































































































































表 8 IFRS for SMEs（草案）要旨一覧（筆者作成） 
項目 タ  イ  ト  ル 淵源 項目 タ  イ  ト  ル 淵源















5 損益計算書 IAS1 23 政府補助金 IAS20 
6 株主持分変動計算書 IAS1 24 借入費用 IAS23 
7 キャッシュ・フロー計算書 IAS7 25 株式報酬 IFRS2 
8 注記 IAS1 26 非金融資産の減損 IAS2，36
9 連結および個別計算書 IAS27 27 従業員給付 IAS19 
10 会計方針，会計上の見積りの変更および誤謬 IAS8 28 法人所得税 IAS12 
金融資産ならびに金融負債 29 超インフレ経済下における財務報告 IAS29 





IFRS7 31 事業セグメント IFRS8 
12 棚卸資産 IAS2 32 後発事象 IAS10 
13 関連会社に対する投資 IAS28 33 関連当事者に関する開示 IAS24 
14 ジョイント・ベンチャーに対する持分 IAS31 34 1 株当たりの利益 IAS33 
15 投資不動産 IAS40 35 特定事業 
IAS41，
IFRS4，6
16 有形固定資産 IAS16 36 売却目的で保有する非流動資産および廃止事業 IFRS5 
17 のれんを除く無形固定資産 IAS38 37 中間財務報告 IAS34 
18 企業結合とのれん IFRS3 38 中小会社会計基準の初度適用 IFRS1 




 それでは，IFRS for SMEs（草案）の特徴を抽出するため，各項目における具体的な検討
をおこなうこととする。上記項目のうち，特に序文，第 1項（範囲），第 3項（財務諸表の
開示）において IFRS for SMEs（草案）の特徴を読み取ることができる。 
 まず，序文であるが，序文の第 12 号について検討する。第 12 号では，「税法は，各々の
管轄権（各国の会計基準の設定主体）に対して特別な存在である。また，財務諸表の一般













 次に，第 1 項（範囲）についてであるが，この中で述べられている中小会社の定義は，
IFRS for SMEs（草案）固有のものであることは，既に述べたところである。具体的には，
第 1.1 号（a）において，公的な説明責任を有さない中小会社が，IFRS for SMEs（草案）
の SMEs に該当することを明確にし，第 1.1 号（b），第 1.2 号ならびに第 1.3 号において公
的な説明責任を有することになる具体例について述べられている。 
 第 3 項（財務諸表の開示）については，第 3.1 号と第 3.2，3.3，3.4，3.5，3.6 の各号
に注目すべきである。まず，第 3.1 号は，適正な表示（Fair Presentation）に関して述べ
ている。この概念は，もともと IASB の概念フレームワークの第 46 項において取り上げら
れていたものであるが，討議資料では取り上げられていなかった経緯を有する。また，第
3.2 号では，IFRS for SMEs（草案）の遵守（Compliance with the（draft）IFRS for SMEs）
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に関して述べているものの，3.3，3.4，3.5，3.6 の各号は，IFRS for SMEs（草案）からの
離脱規定について述べられている。具体的には，第 3.3 号において，「極端に稀な状況にお
いて，IFRS for SMEs（草案）を遵守することで，SMEs 向けの財務諸表の目的（項目 2：概
念と普及に関する原則）と矛盾が生じ，その結果，誤解が生じかねないと経営陣が判断し
た場合，関連する規約に基づくフレームワークが要求するか，あるいは禁止項目がなけれ
ば，その企業は，第 3.4 号の手続きに則り IFRS for SMEs（草案）の遵守から離脱するべき
である。」と明言している。 
 離脱規定については，そもそも IASB の概念フレームワークには存在しない規定であるた
め，IFRS for SMEs（草案）における離脱規定の淵源は，おそらくイギリスの FRSSE にある
のではないかと考えられる。なぜならば，イギリスは，1856 年会社法において TFV 概念を
世界に先駆けて導入し，一方の，離脱規定は，1985 年会社法第 226 条の第 5 項において，
TFV（第 2項）とともに設けられている。さらに，1997 年には，他国に先駆けて中小企業の










る。一方，IFRS for SMEs（草案）の第 38 項（中小企業会計基準の初度適用）においては， 
IFRS あるいは GAAP を適用していた大会社向けに IFRS for SMEs（草案）の初度適用に関す
る基準について述べていることから，IFRS for SMEs（草案）における適正な表示（Fair 
Presentation）および離脱規定は，イギリスの FRSSE における TFV と離脱規定の影響の下
に採り入れられたと考えられるのである。 
 以上の考察から，IFRS for SMEs（草案）の特徴を抽出すると，①適用される中小企業の







向け会計基準を考察するため，本章第 2 節においてイギリスの FRSSE を，また，第 3 節で




特に，EU は，2002 年に「IAS/IFRS 適用に関する EU 命令」を公布したことにより，2005
年から EU 域内に本店を置く上場企業ないし資本市場指向的な企業のすべてに IAS/IFRS の
適用が強制されている。さらに，2009 年の第 1 四半期には，正式に IFRS for SMEs が公表
される予定であることから，仮に，IASB が今後，EU 域内にある全ての中小企業に対し，IFRS 
for SMEs の適用を強制するような事態が生じれば，イギリスは，EU 加盟国の一員として，
FRSSE の適用を廃止し，IFRS for SMEs の適用を認める事態も想定されるのである。 
いずれにしても，FRSSE，IFRS for SMEs（草案）どちらの基準においても，わが国の指
針の特徴である逆基準性は採用されていないことが，本章の考察を通じて明らかとなった。 
 次の図 19 は，イギリスにおける企業規模に基づく会計基準の二元化への対応をイメージ
したものであり，図 20 は，IASB における企業規模に基づく会計基準の二元化への対応をイ
メージしたものである。 
図 19                  図 20 
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終 章 間接型逆基準性アプローチに関する考察 
 
第 1 節 ドイツの直接型逆基準性アプローチとイギリスの会計基準二元化 
対応アプローチ 
 






（Grundsätze ordnungsmäßiger Buchführung;GoB）」，②ドイツ所得税法第 5条第 1項に定
め の あ る 「 商 事 貸 借 対 照 表 の 税 務 貸 借 対 照 表 に 対 す る 基 準 性 の 原 則
（Maßgeblichkeitsgrundsatz；以下，基準性の原則）」である。 
ドイツの会計基準の国際化への取組みは，既に 1980 年代から始まっている経緯を有す
る。具体的には，EC 加盟国の一員として EC 域内の「会計の比較可能性と同等性」の改善







なお，EU は，2002 年に，IAS/IFRS 適用に関する EU 命令を公布し，2005 年以降，EU 域
内に本店を置く上場企業ないし資本市場指向的な企業のすべてに IAS/IFRS の適用を強制
することを表明した。この措置に伴い，ドイツにおいては，2004 年 12 月に「企業会計法






のである。この状況をチャートによりイメージしたものが図 21 である。 
 
図 21                 図 22 
 







所得税法第 5条第 1項は，第 1文において実質上の基準性を規定し，第 2文において形
式上の基準性（逆基準性）を規定2した構成になっているのであるが，上述のとおり 2010
年 1 月に施行予定の「商法会計法現代化法（案）」には，所得税法（法人税法）における
                                                  
1 木下勝一「ドイツ連邦法務省の商法会計法現代化の意義―参事官草案にみるヨーロッパ
の代替的選択モデル―」『會計』第 174 巻第 1号，2008 年 7 月，140 頁および九州北部税理
士会「ドイツ・ニュールンベルグ税理士会との協議会」『九州北部税理士会会報』第 528 号，
2008 年 12 月，6頁。 











今後採用すると考えられる案について考察してみたところ，次の 3 案が考えられる。第 1
案は，（企業規模を問わず）IAS/IFRS を全面的に採用する案であり（図 22），第 2 案は，
コンツェルン決算書は IAS/IFRS を採用し，個別決算書は，IFRS for SMEs を採用するとい








図 23                 図 24 
 
第 1 案は，大企業・公開会社向けの IAS/IFRS を中小企業・非公開会社にも採用させる
というアプローチであるが，中小企業・非公開会社における会計基準の加重負担問題の見
地から現実的なアプローチとは考えにくい。 
第 2 案では，大企業・公開会社には IAS/IFRS を採用させ，中小企業・非公開会社には
 103

































































































業向け会計基準（FRSSE）を公表し，その 9 年後の 2006 年には，計算規定に関する会社
法と FRSSE の収斂を果たし，会計基準の二元化問題に対応可能な制度会計を再構築して
いる。なお，2006 年会社法の規定を反映させた 2008 年 FRSSE は，2008 年 6 月に公表さ
れている。 
FRSSE の特徴は，①量的には，Big GAAP の 13％相当にまで圧縮されており，②中小企
業の特性は，量的基準（①売上高 650 万ポンド以下，②資産総額 326 万ポンド以下，③
従業員数 50 人以下という 3つの条件のうち 2つ以上に該当する小会社・小グループ）に














一方，わが国では，イギリスに遅れること 5年後の 2002 年に，国会において初めて中
小企業における会計基準の過重負担問題が取り上げられ，同年，中小企業庁（経済産業



















































































                                                  
3  武田（隆）[1982]は，「商法と証取法を制度的体質の側面からみると，前者がドイツ型，
後者はアメリカ型に属し，また，法人税法は確定決算基準をとる点でドイツ型であるが，




























































                                                  
4 国税通則法第 11 条（災害等による期限の延長），法人税法第 75 条（災害その他やむを得
ない理由により決算が確定しない場合），法人税法第 75 の 2 条（確定申告書の提出期限の
延長の特例） 
5 国税通則法第 66 条に基づき 15％（5％）が決定される。 
6 国税通則法第 60条に基づき法定納期限の翌日から 2月を経過する日まで 7.3％が決定さ
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